






















































































2005 2006 2007 2008 2009 2010
被保護世帯数 1,041,508 1,075,820 1,105,275 1,148,766 1,274,231 1,318,761
被保護実人員（人） 1,475,838 1,513,892 1,543,321 1,592,620 1,763,572 1,952,063









































































































































































































































年 世帯 件 千円 千円 ％ ％
1978 739,244 336 1,050,218,351 — 0.045 —
1979 744,841 405 1,125,955,194 — 0.054 —
1980 746,997 402 1,171,002,447 269,852 0.054 0.023
1981 756,726 479 1,253,133,767 438,053 0.063 0.035
1982 770,388 813 1,347,334,152 799,551 0.106 0.059
1983 782,265 789 1,419,457,589 788,196 0.101 0.056
1984 789,602 776 1,481,771,334 683,253 0.018 0.046
1985 780,507 974 1,523,280,733 999,677 0.124 0.065
1986 746,355 1,428 1,491,872,633 1,383,632 0.191 0.092
1987 713,825 2,020 1,454,035,066 1,880,063 0.282 0.129
資料出所：厚生社会局監査指導課「生活保護行政の現状と課題（前）－昭和57年度監査結果の概要」、全
国社会福祉協議会『生活と福祉』332号6ページ、厚生労働局監査指導課「不正受給件数の状況について」、
及び国立社会保障人口問題研究所、「「生活保護」に関する公的統計データ覧」（http://www.ipss.go.jp）に
より作成。
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表3は、1978年から1987年まで10年間の不正受給の件数とその金額を示している。全体的
にみると、件数は上昇しているが、増加傾向は1981年から顕著である。その原因は実際の不正
受給の増加よりも摘発体制の強化だと指摘されている42）。ここで注目すべきは不正受給率の低
さで、最高の1987年においても0.282％と低く、不正受給金額は0.129％である（2010年現在、
不正受給比率と不正受給金額率はそれぞれ、1.8％、0.38％である）。
当時の厚生省は「最近、各地で暴力関係者が生活保護を不正に受給している事例が相次いで
発生し、社会的な問題となっているが、たとえ極く一部であっても、このような事態の発生は
これまで培われてきた生活保護制度に対する国民の信頼を損なうことになり、極めて遺憾なこ
とといわざるを得ない。……新たに主眼事項として不正受給の防止対策の推進を掲げる……」43）
と述べた。副田義也は、この時期の不正受給対策の推進は濫給防止の実際的な効果より、マ
ス・メディア対策、世論対策の性格がより強いと指摘している44）。つまり、この時期の不正受
給対策は不正受給そのものの解決にあったのではなく、厳しい世論を受けて、当時の「臨調・
行革」路線に迎合したものであった。
不正受給の件数も金額も少ないが、その行為は放置されるべきではない。ただ、生活保護行
政としては、不正受給問題を追及するだけではいけない。「不正受給の防止」というフレーズ
はわずかな不正受給に名を借りて、国民の社会保障をうける権利を圧迫し、生活困窮者に生活
保護を申請させずに、餓死事件を引き起こした生活保護の不適切な制度運用を隠蔽する手段と
なった。
この時期の特徴をまとめれば、わずかな不正受給を声高に叫び、厳格な受給要件で生活困窮
者に生活保護を申請させない制度運用（＝「水際作戦」）で、多くの生活困窮者を窓口で生活
保護制度から排除し、漏救者を増加させた。この不適切な制度運用は国家が主導し、国家自ら
が生活保護制度の原理を否定したのである。こうした原理に反する制度運用が慣例化した。
以上の生活保護制度の形成・発展史を総括すれば、政府は生活保護水準の引き上げ、資産保
有範囲の拡大など時代に沿った制度改善を行いつつも、「国家責任」という原理を曖昧にした
ことで生活保護制度の財源確保を国家責任としなかった。逆に、厳格な受給要件の運用によっ
て、生活保護制度は機能しなくなった。生活保護制度が形成されてからの60余年間、国家が原
理に沿った制度運用をしなかったことが、漏救を生み出し、制度の無機能を導いた最大の要因
であった。したがって、生活保護制度を改めて生活保護の原理から制度のあり方を検討すべき
である。
－70－
総合政策論叢　Vol.4／2013.3
第3章　生活保護制度のあり方について
漏救問題が多発する中、政府は漏救実態を調査し、解決策を図るべきだが、漏救に関する公
式統計すら整備せず、対策も講じてこなかった。本章は最近の生活保護の動向に沿いながら、
生活保護制度の在り方を考える。
（1）最近の生活保護の動向
2000年以降の生活保護受給状況から受給世帯の増加や受給世帯の抱える問題の多様化、保護
期間の長期化といった特徴が読取れる。バブル経済の崩壊とともに1990年以降、生活保護受給
世帯数が増加し始め、1999年に70.4万世帯（100万人）、2006年に107.6万世帯（150万人）、2012
年9月には155.7万世帯（213万人）に達した45）。とくに2008年の秋以降、リーマン・ショック
が日本の実体経済に深刻な影響を与えた。2008～2009年の年末・年始に日比谷公園で開設さ
れた「年越し派遣村」（以下、「派遣村」とする）にみられるように、派遣労働者が解雇され、
仕事と居所を同時に失い、ホームレス状態になった人が多くなり、生活保護受給世帯に占める
「その他世帯」の増加につながった46）。傷病や障害、精神疾患などを抱えて居所を探せない者、
DV（家庭内における暴力）や虐待によって自宅に住めない者、多重債務を抱えて安定した居
所を確保できない者、元ホームレスなど受給世帯の抱える問題が多様化している。
こうした中、貧困ビジネスや、受給者の収入隠しまたは扶養能力の親族があるにもかかわら
ず、制度を悪用する不正・不適切な受給をマスコミなどが大きく取り上げ、「制度運用が甘い
のではないか」「生活保護制度に問題があるのではないか」といった世論が喚起され、制度の
適正化に関する議論が強まってきた。
この発端は2010年10月20日、全国指定都市市長会（以下、市長会提案とする）の提案にあ
る47）。市長会は生活保護をめぐる問題状況を以下の2つにまとめている。
①近年の生活保護受給世帯の増加、とくに高齢者世帯と稼働年齢世帯の急増は、高齢化の進
展や就業形態の変化など社会経済情勢の変化によって生じた構造的なものであり、減少に転じ
る可能性が低く、国・地方の財政を圧迫し、将来に残される課題である。
②最低賃金や国民年金（基礎年金）が生活保護基準を下回っていること（制度間の不整合と
もいわれている）、就労収入が生活保護費を下回り、被保護者に就労自立のインセンティブが
働かないこと、また生活保護費の詐取や貧困ビジネスが発生しており、国民の間に不公平感や
モラルハザードを招き、制度への信頼を失う恐れがある48）。
そして市長会は、国がこうした危機的な状況を十分に認識しつつ、生活保護制度の抜本的な
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改革に早急に取り組むべきだと指摘し、以下の具体的な提案を行った。
①「期間を設定した集中的かつ強力な就労支援」を実施すること。稼働可能な者を対象に就
労指導を行うとともに、ボランティアや軽作業などの自立支援プログラムへの参加を義務付
け、一年間を自立支援期間の目安として、期間内に自立できない場合は、生活保護制度の適用
を一定期間ごとに改めて判断すること。
②資産や収入状況など必要な事項について、調査実施機関の権限を強化し、回答を義務付け
る（本人同意書は不要）こと。
③被保護者の医療費の一部自己負担の導入などによる医療扶助の適正化を実施すること。
④生活保護費と国民年金、最低賃金との均衡を図り、生活保護基準の見直しを国に要請する
こと49）。
提案を受けて、厚生労働省は2011年4月に「社会保障と税の一体改革」の一環として、社会
保障審議会生活保護基準部会を設置し、「生活扶助基準と一般低所得世帯の消費実態との均衡
が適切にはかられているかいなかの検証を開始する」とした50）。厚生労働省は「社会保障と税
の一体改革」に関連して、国民年金や最低賃金との「逆転現象」を放置すれば年金保険料を納
め、勤労その自体の意欲をそぎかねないとの批判に、生活保護費を減額する方向で検討に入っ
た51）。さらに2011年5月30日から、同社会保障審議会の「生活保護制度に関する国と地方の協
議」において、具体的な対策協議に入った52）。
多くの論者は、市長会の提案は生活保護制度の利用制限をもたらし、最後のセーフティネッ
トを崩壊させる危険なものであると厳しい批判を寄せている。とくに「期間を設定した集中的
かつ強力な就労支援」や保護基準の引き下げが焦点である。例えば、吉永純は、稼働能力をも
つ生活困窮者に対して、通常の就労支援を行っても就労できない場合があり、病気などの他の
就労阻害要因の存在や利用者のキャリアアップなどを多角的に検討することが重要で、適切な
支援策が検討されないなら、「期間設定」、「強力」な支援が一人歩きして、利用者を追い詰める
だけだと指摘している53）。つまり、生活困窮者の就労阻害要因を無視し、期間を設定した支援
は生活保護制度から稼働能力をもつ被保護世帯を追い出す結果になると論じている。さらに、
低きに（国民年金・最低賃金）合わせて生活保護基準を引き下げる提案に対し、日本のナショ
ナルミニマムを底抜けにする極めて乱暴な提案であると厳しく批判している54）。
吉永純は市長会の提案を制度改悪につながると論じているが、筆者は漏救問題の無視が改正
案の最大の問題であると主張したい。
再度、市長会提案をみると、「期間を設定した集中的かつ強力な就労支援」や「資産調査の
適正化」、「医療費の一部自己負担」など、幾つかの解決策が論じられているが、漏救問題を無
視し、言及していない点に、今日の自治体の姿勢が露呈していると考えられる。漏救問題の無
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視や生活困窮者への支援欠落など貧困問題への不作為が、現状の抑制的な制度運用をもたらし
た。漏救問題を解明しない限り、要保護者の現状が不透明で、受給世帯数は抑制出来ないと思
われる。最重要な点は漏救を把握し、生活困窮者に生活保護を不要とさせる諸政策の充実であ
る。
（2）生活保護制度のあり方について
政府が生活保護受給世帯急増の原因を解明せず、財源問題だけに着目するなら、受給世帯の
抑制につながり、制度の改悪となる。現状の抑制的な生活保護制度を続けると、漏救を解決で
きず、貧困問題は後背に追いやられる。それ故に、制度のあり方を問い直す必要があると思わ
れ、次の4点を指摘したい。
第1点：貧困問題の実態把握
これまで国は公的扶助による貧困問題の解消に消極的で、厳格すぎる受給要件に焦点を当
て、漏救問題を避けてきた。不正受給や貧困ビジネスなどをクローズアップし、受給世帯の増
加と財源逼迫を強調し、「被保護者が悪い、生活保護の制度運用が甘い」という印象を国民に
与えてきた。しかも貧困問題の実態を解明せず、「国家責任」を不問にし、保護受給世帯を抑
制する厳格すぎる制度運用が、現在の漏救につながった。
生活保護制度のあり方を考えるとき、貧困の実態や生活保護の正確な捕捉率も明らかにすべ
きである。また貧困者の実態調査のさい、被保護世帯だけでなく、生活保護水準以下のすべて
の生活困窮世帯を調査すべきである。さらに生活困窮者が貧困に陥った経路も調査する必要が
ある。例えば、高齢、傷病・障害などに加えて、精神的な障害、就労意欲の問題など就労への
「目にみえない」要因の調査も必要である。
貧困調査の結果に基づき、生活保護制度のあり方を検討しなければならない。調査の結果に
基づいて、具体的な目標や政策の樹立ができる。生活保護基準未満の生活困窮者の状況を公表
し、多くの国民が貧困救済を認識すれば、稼働可能な者が貧困に陥った理由も分かり、支援方
法の改善や実施体制の充実にもつながる。貧困の実態把握は、貧困救済の社会的な合意、救済
責任の明確化、救済方法などの実施体制の充実、最終的に漏救問題の解消にもつながる。
第2点：社会保障システム全体からの生活保護制度の財政問題
生活保護制度は、常に財政問題が問われるが、最近の被保護世帯急増から財政逼迫が強調さ
れ、制度のあり方に影響を与えている。
生活保護費は国と地方自治体が分担しており、保護費・施設事務費・委託事務費について、
国が3/4、地方が1/4を担っている。地方が負担できない場合には、国が地方交付税で補助し
ている（生活保護法第75条）。
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財政負担は、「国家責任」の観点から国が全額負担するという主張もあったが、濫給（生活保
護費の無駄使い）につながる可能性があり、国の一部分担になった55）。この分担方式は地方公
共団体にコスト意識をもたせることによって濫給を防止する目的があったとされる。だが、濫
給がどの程度、存在したかは明らかになっておらず、一部の費用を自治体が負担する方式は、
自治体の財政を圧迫し、生活保護行政を引き締める、漏救の一因となったように思われる。
長引く経済不況下での生活困窮者の増加は、被保護世帯の増加を抑制し、支出を厳格に管理
させようしている。漏救が増えるなか、引き締めても、被保護者が増加し続ける以上、財政逼
迫の解消にならない。生活保護の財源逼迫の根底は被保護者の増加、とくに高齢者世帯や稼働
能力のある被保護世帯の増加にあり、その人々の生活を如何に保障するかが重要である。
高齢者世帯や稼働能力をもつ被保護者世帯の増加、また生活困窮者が大量に存在する現状
は、主に国の雇用保障と社会保障制度の不作為によって生じたものと考えられる。例えば、雇
用の規制緩和が不安な就労の増加につながり、大量の非正規労働者を生み出し、雇用保険など、
非正規労働者の生活を守る諸政策が整備されていないことも大きな原因だった。近年、高齢単
身世帯の増加で、国民年金だけで暮らす高齢者が増えているといわれているが、基礎年金の金
額は、40年間保険料を納めた場合の満額で全国平均月6万6000円（2008年推定値）で、無年金
や低額年金の人々も多く、高齢者世帯の生活維持の課題も多い。財政逼迫問題の根本的な解決
には、雇用確保を含めた社会保障システム全体から考える必要がある。「強い雇用」と「強い
社会保障」の実現で、生活困窮者が減り、生活保護の財政需要が軽減する。
生活保護制度の財政逼迫問題について、被保護世帯増加の原因を解明することが第一であ
り、とりわけ高齢者世帯や稼働能力をもつ被保護世帯に関わる社会保障の諸施策との関連を考
慮すべきであろう。基礎年金を健康で文化的な最低限度の生活を確保できる金額水準に引き上
げるべきであり、安定的な雇用確保のために、労働者派遣制度の見直しや、雇用保険の適用範
囲の拡大、雇用機会の創出などに、政府は尽力すべきである。
第3点：生活保護行政における多様なサービス
従来の生活保護制度運用は、被保護世帯の増加の抑制に力を入れてきたが、被保護世帯の抱
える問題の多様化に対応出来ず、様々な問題が発生してきた。
最低生活費は、生活費（生活扶助）、教育費（教育扶助）、住居費（住宅扶助）などを合わせ
て算出され、現金給付が中心である。高齢者、傷病・障害者などを対象とした介護サービスや
在宅サービスなどは非常に限定的で、住居の確保や低技能、精神的な障害などの多様な貧困問
題への対応に、利用可能なサービスは少なく、生活難の克服にあまり寄与していなかった。そ
れが現行の制度の大きな問題にもなっていた。
貧困問題は多岐にわたるため、多様なサービスが求められる。例えば、「派遣村」にみられ
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るように、職を失うと同時に住居を失い、ホームレスになるという現実から住宅確保は大きな
課題である。また、稼働能力をもつ被保護世帯の就労支援は、「ハローワークに行って就職す
るように」、「諦めずに、頑張ってください」、「条件（賃金など）に拘らないで、とにかく働き
なさい」などの指導、「履歴書の書き方」や「面接対策」などの習得56）、といった形式的なも
のにとどまっている。就労困難層は、中高年や低学歴、低技能などの問題を抱えているが、技
術や資格の習得ための教育体制や公的就労の創出といった支援体制も整備されていない。公共
職業訓練の効果も明らかにされていない。見た目は就労可能であっても、引きこもりやうつ病
など精神的な障害を抱いている人々の就労阻害要因を検討した対応も十分でない。
生活保護制度にサービス給付を充実させ、生活困窮者一人ひとりの問題に即した支援が必要
である。国が住居の確保や福祉施設を充実させ、病気・障害、育児・介護などの施策を整備し、
支援体制を再構築することが急務である。
第4点：自立支援に取り組むNPO・NGOや多様な主体
厳格な制度運用が漏救を生み、深刻な貧困現状を発生させてきたが、貧困問題が多様化し、
ケースワーカーの不足や専門性の欠如など支援体制の不備が支援を困難にしている。実施体制
の不備を改善するため、ケースワーカーの増員やその専門性の向上などが論じられるが、「戦
後最多」といわれている被保護世帯の増加で、貧困問題が複雑化しているので、自立支援を、
多様な主体の協働で行うべきである。
福祉事務所など従来の行政機関に加え、企業やNPO・NGO、社会福祉法人、住民などの多
様な支援主体による適切な役割分担と協力が不可欠である。例えば、引きこもりの被保護者に
対する支援は長期的かつ丁寧な精神的なケアが必要であり、行政のみの対応ではなかなか困難
である。したがって、引きこもり問題を支援するNPOとの連携が必要で、臨床心理士などの専
門的な支援を受ければ、問題が解決できる可能性がある。また長引く雇用情勢の悪化に伴い、
企業などへの一般就労は困難であるが、NPO・NGO、社会福祉法人などが生活保護受給者の
就業体験や技能習得の受け皿となり、多様な支援体制が構築できる。国も資金面などでNPO・
NGOなどを支援し、行政とNPOなどとの提携を拡大する必要がある。
最低限度の生活維持に何が不足し、自立支援に、何が必要であるかという観点から、生活困
窮者の就労への阻害要因を明らかにし、多様なサービス給付を充実させ、一人ひとりの阻害要
因に応じた支援が重要である。従来の行政運用を変えるのは必ずしも容易ではないが、支援体
制を整備しながら、努力すべきであろう。
全体的にみて、漏救問題の解決には、生活保護制度の原点に立ち戻り、行政運用と実施体制
を改正し、国家が貧困問題の解決に責任をもって、NPOや社会福祉法人などと連携し、自立に
向けた多様な支援方法を充実させ、生活困窮者を支援することであろう。そのさい、生活困窮
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者の実態を把握し、必要な行政運用を前提に、漏救問題を解決すべきであろう。今後、国民の
最低限度の生活の保障は単なる漏救問題ではなく、社会保障における生活保護制度の位置付け
を根本的に問い直すことであろう。
おわりに
生活保護制度の目的は国民の最低限度の生活の保障と自立の助長である。生活困窮者の自立
支援は、最低限度の生活確保が前提である。本稿は生活保護制度の機能不全をめぐって、漏救
問題を歴史的に検討した。それを通じて、①国民の最低限度の生活という社会保障の権利が未
だ社会に定着しておらず、国家が財政逼迫や不正受給を強調する下で、厳格な制度運用が、漏
救問題を生み出した。そして②厳格な制度運用の下、漏救の多発は、被保護世帯数の減少を一
時的にもたらしても、経済危機が深刻化した昨今における被保護世帯の急増につながったこと
を明らかにした。現在の抑制的な制度改正では被保護世帯の増加を抑えることができず、積極
的に漏救問題を取り上げ、生活困窮者の実態を明らかにし、多様なサービスの充実が生活保護
制度の改正に必要である。
漏救問題の発生原因の一つは福祉現場による厳格な制度運用にあったが、地方自治体の福祉
事務所は、生活保護の決定・実施等に関する事務を国の基準に従って行わざるを得ず、裁量の
余地が必ずしも大きくない。生活保護費の1/4を負担する地方自治体にとって、その財政状況
や人員体制などのために生活困窮者に十分な支援ができない。地方自治体の観点からも生活保
護制度の行政運用を分析することは不可欠で、それは今後の課題としたい。
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